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平成 １５年 度 当 初 予 算 主 要 事 項 説 明

教 育 委 員 会

＜まなび教育の推進＞

小 学 校 低 学 年 指 導 充 実 費事 業 名

予 算 額 ７８０，６４６千円 新規・継続事業の別 継続

１ 目 的

「まなび教育推進プラン」を具体化するため、児童に学校での基本

的な生活習慣や学習習慣を身につけさせ 、保育園や幼稚園等から小

学校への円滑な移行と定着を図るための施策を一層充実する。

２ 内 容

１４年度から導入した小学校低学年におけるティーム・ティーチング

指導の拡充を図るため、府内の全公立小学校（京都市含む）を対象と

して、１，２年生の児童数３１人以上の学級で２人の教員による指導を事 業 内 容

行う。

学 年 配置時間（期間） 配 置 数

１年生 ⑮ 週２６時間 全学期 約３６０学級

⑭ 週１０時間 １学期、２学期)(

2年生 ⑮ 週１０時間 １学期 約４１０学級

⑭ )( －

担当課・係名 教 職 員 課 庁内電話 ５７９９人 事 係

共通－１



平 成 １ ５ 年 度 当 初 予 算 主 要 事 項 説 明

教 育 委 員 会

＜まなび教育の推進＞
学 力 充 実 総 合 対 策 事 業 費事 業 名

新 規
予算計上額 新規・継続事業の別７４，１００千円

継 続

１ 京都夢・未来校の指定
目 的 基本教科に焦点を絞った、先進的な研究実践・開発に取り組み、

その成果を府内全域に波及させる。
学 校 指 定 ２４校 ⑭～⑮指定 １２校（継続）

内 容 ⑮～⑯指定 １２校（新規）
・ 指定校における、先進的な研究実践、教材開発作成等
・ 実践発表、公開授業、研究発表、研究協議等(教育局別）
・ 各教科ごとの指導・支援チーム設置や事例集の作成

２ 基礎学力充実実践研究事業
基礎学力の向上を目指して、個々の児童生徒の課題に応じた効果

事 業 内 容 目 的 的な指導の在り方について、研究実践・開発に取り組み、その成果
を府内全域に波及させる。

・自学自習の力を育成するための授業・指導方法等の工夫・改善
・保護者と連携した家庭の教育力の向上

・４０校（小学校２０校、中学校２０校）
・学校独自の学力テストの実施、学習教材の開発学 校 指 定
・個々の学力課題に応じた、個人別学習プログラムの内 容

編制
基礎学力充実 ・指定校に非常勤で配置（緊急雇用創出特別基金活用）
指導員の配置 ・学校の空き教室や公共施設等を利用した個人別学習

プログラム に基づく学習指導、教育相談等

３ 小学校基礎学力診断テストの実施
本府小学校の児童が基礎的に身に付けるべき学力のうち国語、算

目 的 数についてどの程度修得されているか等を見極め、授業改善及び指
導の改善に資する。

内 容 ・対象 府内小学校の第４学年・６学年
・教科 国語・算数

４ 中学校学力診断テストの実施（新規）
新学習指導要領の全面実施により、生徒の学力をこれまで以上に客

目 的 観的にきめ細かく把握することで、個々に対応した指導及び授業改善に
資する。

内 容 ・対象 府内中学校の第２学年
・教科 国語・数学・英語

学 校 教 育 課 庁内電話 ５８３３担当課・係名 指 導 第 １ 係

共通－２



平成１５年度当初予算案主要事項説明

教 育 委 員 会

＜まなび教育の推進＞
新 設 養 護 学 校 建 設 費事 業 名

８２８，０００千円 継 続予 算 額 新規・継続事業の別

１ 目 的

「府立学校の在り方懇話会」の「まとめ」を受けた養護学校再編整備計画
により、与謝の海養護学校の通学区域から舞鶴市を分離し、新たな養護学
校を建設する。

２ 内 容

（１）予 定 地 舞鶴市堀地区

（２）学校規模等

収容人員：１４０人
施設規模：校舎・体育館等約10,000㎡、グラウンド5,200㎡程度
形 態：知的障害・肢体不自由併置の総合養護学校

事 業 内 容 （３）事業概要及び年次計画

年 度 事 業 内 容
⑭ 用地取得・造成、基本設計
⑮ 用地取得・造成、実施設計、

⑮～⑯ 小・中・高等部棟、特別教室・職業訓練棟、
食堂棟、送迎棟新築

、 、 、 、⑯ 管理棟 体育館棟 プール附属棟 農場実習棟新築
外構・ 整備グ ラ ウ ン ド

⑰ 開 校

担当課・係名 管 理 課 管 理 係 内 線 ５７６８

共通－３



平成１５年度当初予算主要事項説明

教 育 委 員 会

＜まなび教育の推進＞
高 等 学 校 普 通 教 室 冷 房 設 備 整 備 費事 業 名

１，０２３，０００千円 新 規予 算 額 新規・継続事業の別

１ 目 的

府立高校普通教室に冷房設備を整備することにより、府立高校
における夏季の学習時間確保と、学習効率の向上を図り、生徒の
学力向上・希望進路の実現に資する。

２ 整備計画

⑮ ⑯ ⑰ 合 計

対 象 地 域 京都市域 府南部 府北部
整 備 教 室 数 ４０９ ２６０ ３２５ ９９４

事 業 内 容

３ 冷房稼動開始予定

平成１５年９月以降

４ 環境対策

冷房設備設置校において、環境問題についての啓発植樹や各学
校ごとに環境を守るための取組項目を設定し、生徒の環境問題に
対するより一層の意識の高揚を図る。

担当課・係名 管 理 課 管 理 係 内 線 ５７６８

共通－４



平 成 １ ５ 年 度 当 初 予 算 主 要 事 項 説 明
教 育 委 員 会

＜まなび教育の推進＞

土曜日子ども活動支援事業費事 業 名

２１，２８０千円 新 規予 算 額 新規・継続事業の別

１ 目 的

学校週５日制の完全実施や、まなび教育推進プランを踏まえ、地域で子どもを育てる

環境を整備するため、学校施設を活用して、土曜日における子どもの体験活動・学習活

動等の一層の充実を図る。

２ 内 容

［市町村事業］

・会 場 学校施設

補 助 対 象 ・実施日 土曜日

事 業 ・対象者 小・中学生等事 業 内 容

・内 容 学習活動、読書活動、スポーツ活動、

パソコンを活用した活動等

補 助 率 等 ・補助率：１／２

［府事業］

・会 場 府立高校

・実施日 土曜日

事 業 概 要 ・対象者 小・中・高校生等

・内 容 パソコンを活用した活動、学習会、読書会、

農作物の栽培、木工教室、模型製作、スポーツ教室等

社会教育課振興係 庁 内 電 話 ５８８３担当課・係長

共通－５



平 成 １ ５ 度 当 初 予 算 主 要 事 項 説 明

教 育 委 員 会

＜まなび教育の推進＞
ゆ め 体 験 ネ ッ ト 推 進 事 業 費事 業 名

新規
予 算 額 新規・継続事業の別４７，３３１千円

継続

１ 目 的
完全学校週５日制の実施など、教育を取り巻く環境が変化する中、まなび教育推進プラ

ンを踏まえ、府内市町村や関係団体と連携しながら、豊かな心を持ち、たくましく生きる
子どもたちの育成を推進する。

（単位：千円）２ 内 容

事 業 区 分 内 容 事業費

京 地域教育力・体験活動 ○ボランティア団体、社会教育関係者、学校 1,000
都 推進協議会の設置 関係者等の協議・連絡調整

事 業 内 容 府
の 体験活動・奉仕活動 ○ボランティアコーディネーターの配置 11,031
事 情報センターの設置 ○広域的な体験活動・ボランティア活動の情
業 報収集・提供（ホームページ等を活用）

○コーディネート・相談

京のわくわく体験推進 ○障害のある子どもも参加できる体験活動 9,000
養護学校、保護者、市町村を中心と市 事業（新規）

する実行委員会へ委託町
村
の 地域ふれあい交流事業 ○子ども（障害のある子どもを含む ）の体 13,000。
事 験・交流活動を土曜日等に実施

市町村へ委託業

体験活動等情報センター ○体験活動・ボランティア活動の情報収集・ 13,300
の設置 提供

○コーディネート・相談

計 47,331

社会教育課振興係 庁 内 電 話 ５８８３担当課・係長

共通－６



平 成 １ ５ 年 度 当 初 予 算 主 要 事 項 説 明

教 育 委 員 会

＜まなび教育の推進＞

府立学校ボランティア活動推進事業費事 業 名

３，２００千円 継 続予 算 額 新規・継続事業の別

１ 目 的

まなび教育推進プランを踏まえ、若い時期からの社会参加意識を育成し、高校生のボ

ランティア活動を核とした地域社会におけるボランティア活動をより一層振興するとと

もに、障害のある子どもが地域において豊かに生活できるようサポートし、自立と社会

参加を促進する。

２ 内 容

事 業 内 容

障害児教育課指導推進係 庁 内 電 話 ５８３５担当課・係名

社 会 教 育 課 振 興 係 ５８８３

共通－７

指定校数 実 施 内 容

⑮８校 ◇地域のスポーツ・文化活動等体験活動

高 校 ↑ 活 動 実 践 への支援

⑭４校 ◇公共施設等環境保全 ◇福祉施設訪問

◇国際交流・協力活動 ◇募金・収集活動等

、 、ボランティア 高校生 大学生及び地域の人々を対象とし

⑮４校 養 成 障害のある子どもたちの地域生活を支援す

養護学校 ↑ るボランティアを養成

⑭２校 活 動 実 践 養護学校の児童生徒が地域と連携したボラ

ンティア活動を実践



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

<子育て支援・少子化対策の推進>
乳幼児医療給付事業助成費事 業 名

１，０９３，４９０千円 継 続予 算 額 新規・継続の

１ 目 的
次代を担う乳幼児の健全な育成を図り、乳幼児の健康の保持・増

進と健康面での保護者の育児についての不安や悩みの軽減を図るた
め、市町村が実施する乳幼児医療給付事業に対して助成する。

特に、少子化が急速に進む中、子どもを生み育てやすい環境をよ
り一層促進するため、制度拡充を図る。

事 業 内 容 ２ 拡 充 内 容

区 分 入 院 通 院
目 的

対 象 対象年齢 小学校就学前まで ３歳から小学校就学前まで

方法等
【一部負担金】 【助成額】一部負担金

月２００円 自己負担額が８千円/月を超えた額・

（償還払）助 成 額

制度開始 平成１５年９月診療分～

<参 考>

現 行 制 度

▲

制度区分 府 制 度

対 象 者 ３歳未満の乳幼児

な し所 得 制 限

な し給 付 制 限

月２００円（入院、外来とも）一部負担金

高 齢 化 対 策 課 医 療 係 075-414-4576担当課・係名 課 ・ 係

直通電話番号

共通－８



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

<子育て支援・少子化対策の推進>

不 妊 治 療 給 付 事 業 助 成 費事 業 名

４８，０００ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

不妊治療を受けている者に対して、その不妊治療に要する費用の一部を

助成することにより、経済的負担の軽減を図る。

２ 事業内容

事 業 内 容

区 分 内 容

目的・対象

実 施 方 法 対 象 者 府内市町村に住所を有し、不妊治療を受けている者

そ の 他

補助内容 不妊治療に要する保険診療費被保険者負担額の

１／２（年３万円を限度）

負担割合 府 １／２ 市町村 １／２

（ 京都市の場合は 府 45/100 京都市 55/100 ）

実施主体 市 町 村

担当課・係名 児童保健福祉課 母子保健係 庁内電話番号 075-414-4727

共通－９



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

<子育て支援・少子化対策の推進>

小児救急医療体制調査研究事業費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別１，０００ 千円

１ 趣 旨

小児救急医療体制の充実を図るには、開業医の協力を含めた小児科医の
確保など、地域の医療資源を効率的かつ有機的に結び付けることが不可欠
であるため、小児救急の実態を把握した上で、その具体的なあり方を検討
し、各地域の実態に即した効率的・効果的な小児救急医療体制の整備・構
築を図る。

事 業 内 容 ２ 事業概要

目 的 実 施 方 法 京都府医師会へ委託
対 象
方 法 等 ① 現状把握調査

医療機関別診療体制、患者受入状況等の調査
事 業 内 容 ② 小児救急医療体制調査研究検討会

上記調査結果を踏まえ医療圏ごとに現状と課題を
考察し、具体的方策のあり方を検討・とりまとめ

事業実施期間 平成１５年度～１６年度（２箇年）

担当課・係名 医療・国保課 地域医療係 課・係直通電話番号 075-414-474

共通－１０



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部
保健福祉部

<子育て支援・少子化対策の推進>
家族 の ふ れ あ い推進事業費事 業 名

新 規環 境 企 画 課 千円2,500
予 算 額 3,000 新規・継続の別１１，５００ 千円 地域福祉・援護課 千円

一部継続児童保健福祉課 千円6,000

１ 趣 旨
核家族化の進展等により家族関係が希薄になってきたといわれる中、

事 業 内 容 「家族の大切さ」を再認識するとともに、家族のふれあいや対話の場を提供
し 「家族の絆」を深める機会を創出する。、

目的・対象
実 施 方 法 ２ 事業概要
そ の 他

事 業 名 内 容

○「心のふれあい便り」コンクールの実施
家族の心のふれあい便り事業 ○「家族ふれあい賞（仮称 」表彰）

だよ

○作品集の作成、広報 等

○ボランティア活動への参加促進の啓発
集まれ！家族でボランティア ○ボランティアに関する体験活動及び講座「 」

事業 等の開催
○ボランティアコーディネーターによる家
族のボランティア活動参加への支援

○インターネット環境家計簿 の構築システム
○環境家計簿を活用し、省エネの取組に対

エコファミリー推進事業 して「エコファミリー」として認定
○夏休みにおける親子の省エネの取組に対
して「エコ親子」として認定 等

保護者が小学生以下の児童とともに府立施
親子のふれあい推進事業 設を利用する際の利用料を減免

（対象：１２施設）

環境企画課地球環境対策推進室 075-414-4708
担当課・係名 地域福祉・援護課 地域福祉係 課･係直通電話番号 075-414-4559

児童保健福祉課 児童育成係 075-414-4582

共通－１１



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

＜子育て支援・少子化対策の推進＞
児 童 虐 待 防 止 対 策 推 進 事 業 費事 業 名

２２，８００ 千 円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨 急増する児童虐待に適切に対応するため、虐待の予防、潜

在事例の発見・通報、再発防止等の対応強化を図る。

２ 事業概要
事 業 内 容

区 分 事 業 内 容

目的・対象 京都府虐待防止ネット 京都府虐待防止ネットワーク会議の運営及び

実 施 方 法 ワーク事業 京都府ホームページを活用した情報システムの

そ の 他 構築

市町村ネットワーク 市町村虐待防止協議会（仮称）の設置、運営

運営助成 に対する助成（⑭１０市町→⑮１５市町）

児童虐待対応協力員 府内全児童相談所に対応協力員を配置し、体

配置 制強化を図る

保護者カウンセリング 宇治児童相談所に精神科医を配置し、保護者

事業 に対するカウンセリングを実施

乳幼児健診時の育児 心理カウンセラーの育児不安等に対する心理

不安相談等 相談、保育士等による集団指導の実施に対する

助成

担当課・係名 児童保健福祉課 母子保健係 課･係直通電話番号 075-414-4727

共通－１２



平成１５度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

＜子育て支援・少子化対策の推進＞
保 育 所 等 整 備 費 補 助 金事 業 名

３５７，７３４ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 保育所整備

児童福祉法に基づく保育所の整備に助成し、地域の保育需要

趣 旨 に応えるとともに、保育所の待機児童ゼロ作戦を推進し、児童

福祉の一層の向上を図る。

事 業 内 容 創 設 増改築 大規模修繕 計

公 立 － ２箇所 ３箇所 ５箇所

整備計画

目的・対象 民 間 － ２箇所 － ２箇所

実 施 方 法

そ の 他 計 － ４箇所 ３箇所 ７箇所

２ 放課後児童クラブ整備

地域における子育て支援のため放課後児童クラブの施設整備

趣 旨 に助成し、児童の健全な育成を図ることにより、児童福祉の一

層の向上を図る。

整備計画 新 設 ３箇所

担当課・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課･係直通電話番号 075-414-4582

共通－１３



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

＜子育て支援・少子化対策の推進＞
放 課 後 児 童 健 全 育 成 事 業 費事 業 名

２４１，６９１ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨 子育て支援の一環として、昼間保護者のいない家庭の児童

の健全育成を図り、子育てと仕事の両立支援を推進する。

２ 事業概要

事 業 内 容

区 分 事業内容 対象規模 備 考対象クラブ数

放課後児童健全 放課後児童クラブ 人以上 １６８ ⑭１５９クラブ２０

目的・対象 育成事業 への運営助成

実 施 方 法

そ の 他 小規模クラブ ～ 人 ８ ⑭ １４クラブ１０ １９

障害児放課後健 障害児の常時受入 障害児 １６ ⑭ ４クラブ

４人 ２人以上全育成事業 クラブへの加算 →

（⑮～要件緩和）

土曜日開設放課 土曜日に開設する 土曜日 １１７ ⑭１１１クラブ

後児童クラブ運 放課後児童クラブ 開 設

営助成 への運営助成

放課後児童等 民営放課後児童クラブ等職員の健康診断に要する経費へ

安全・衛生対策 の助成（⑮対象見込：５２人）

備 考 負担割合：国１／３、府１／３、市町村 １／３

担当課・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課･係直通電話番号 075-414-4582

共通－１４



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

＜子育て支援・少子化対策の推進＞
子育てバリアフリー化推進事業費事 業 名

１１，３００ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

事 業 内 容 公共施設等への託児室や授乳コーナーの設置等、市町村に

趣 旨 おける子育てバリアフリー化の取り組みを推進し、子育て支

目的・対象 援体制の強化を図る。

実 施 方 法

そ の 他 下記のメニュー事業から実施

事業内容 １ 子育てバリアフリー推進事業

・子育てバリアフリー基本計画の策定

・子育てバリアフリー化事業の実施

（ ）公共施設に託児室､授乳ｺｰﾅｰ､ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ､ﾍﾞﾋﾞｰﾁｪｱｰ等設置

２ 子育てバリアフリー化マップの作成

３ 子育て支援等ニーズ調査事業 など

実施主体 市 町 村

予定箇所 ２箇所

負担割合 国 １／２、市町村 １／２

担当課・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課･係直通電話番号 075-414-4582

共通－１５


